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はじめに
賃金制度の現況 90年代末から始まった日本における賃金制度改革は，成果主義の行き過ぎ１）
が指摘されると同時に，その修正ないし緩和２）が話題にされるに及んで，一段落した感がある。
賃金制度改革の意義について改めて考察することは時期に適っていると言えよう。
論点その１ 日本の賃金制度の行方に関しては種々の見解がある。例えば，八代尚宏は，労働
市場の流動化を理由に能力と賃金を短期的に釣り合わせるべきだ，という（八代尚宏［1999］：
26）。また，木下武男は，男性世帯主賃金から個人単位の賃金へ，さらに個人の処遇基準を年齢
や性差から仕事に置く職務給への転換を求めている（木下［1999］：157-167）。他方，小池和男
［2003］は，アメリカでも業績に応じて支払われている賃金部分の比率は限られているのに対し
て，日本における成果主義への傾斜は行き過ぎているとして，技能水準を反映する社内資格給
への賃金体系の純化と査定つき定期昇給を提唱している。
このような賃金制度改革の見通しの相違は，とりもなおさず現行賃金制度に対する理解の相
違でもある。賃金制度の再検討を要する所以である。
論点その２ われわれも現在の賃金制度改革について，賃金の原理的規定から説き起し，内部
労働市場における賃金形態として欧米の職務給と日本の職能給を検討した上で，こんにちの成
果主義化の動きを労働力構成の変化への対応であると同時に，あくまで職能資格制度に立脚す
るものとの位置付けを示している（安田［2005］）。しかしながら，そこでは紙幅の制約もあり，
日本の職能給とアメリカのホワイトカラーの範囲職務給では勤続昇給することを事実として指
摘しただけで，内部労働市場と「勤続につれた昇給」との関係を正面から論じてはいなかった。
この点に関しては，後に紹介するように，野村正實［2003］が内部労働市場における勤続昇給
の必然性について疑問を呈している。両者の関係を改めて問う必要があろう。
上の２つの論点，賃金制度改革の帰趨と能力主義ないし勤続昇給の問題は密接に関係がある，
とわれわれは考えている。仮に勤続昇給が，日本の年功序列に根ざしているのではなく，内部
労働市場の生成や発展に規定されているとすれば，賃金制度改革は単に年齢給の廃止では収ま
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らないであろう。現行の賃金制度に問題があるとすれば，日本における内部労働市場の変化に
対応しきれなかった点にあるのであるから，内部労働市場の変化の内容と賃金形態の対応可能
性こそ問われるべきであろう。
課題と構成 そこで本稿では，日本の能力主義賃金，職能給の基盤を内部労働市場における勤
続昇給ないし能力主義と日本の職場社会の特殊性の両面から検討し，今日の賃金制度改革の本
質を内部労働市場の構成変化に探ってゆく。すなわち，以下では，まず賃金制度改革の焦点と
して職能給制度を抽出し，その特徴と問題点を明らかにする（1.）。ついで，内部労働市場にお
ける勤続昇給や能力主義の必然性を検討し，職能給を内部労働市場における能力主義賃金とし
て捉え直す（2.）。最後に，労働市場の構成変化への対応という点から，能力主義がどのように
変わろうとしているか，その際，留意すべき点は何かを検討する（3.）。
なお，能力主義の成立と変容を明らかにするには，それを受け容れる労働者の主体性を問題
にせざるをえない。ここでも随時触れるが，立ち入った考察は別稿に譲る３）。
１．賃金制度改革と職能給
（1）賃金改革の焦点
３つの改革潮流 こんにち進められている賃金制度改革において特徴的なことは次の３つの傾
向に集約されよう。
まず第１に，職務と直接に関係のない賃金要素の廃止，縮小である。
職務に直接のない賃金要素とは，年齢給や家族手当の類である。例えば，自動車メーカー各
社は年齢給を廃止する傾向にある。マツダやホンダは2003年４月から，トヨタと日産は2004年
４月から年齢給を廃止した。他業界でも，キャノン，資生堂が2002年度より，川崎重工業，松
下電器は2004年度より年齢給を廃止している４）。
また，ソニーは2004年４月から一般社員を対象に住宅・扶養家族手当など各種手当を全廃し
た（管理職については2000年に廃止済み）。松下電器も同様である。ＮＥＣは配偶者手当を2004
年７月から段階的に廃止する。また，三洋電機の労使は2005年４月から配偶者手当を廃止する
ことに合意した。電機以外では，武田薬品工業が2003年６月から家族・住宅手当を，ニコンが
2003年７月に諸手当を廃止している５）。
第２に，昇進・昇給の設定において成績を厳格に適用するなど，賃金における年功性の抑制
である。
例えば，コマツおよび新キャタピラー三菱は2004年度より職能資格の数を，前者は７から４
に，後者は職種によって７から２ないし５に減らし，年功的昇給を抑えようとしている６）。ま
た，現行職能資格に一定期間留まれば自動的に昇格させる「卒業方式」を廃止し，昇格に査定
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成績を厳密に適用する企業もよくみられる。
第３に，新しい賃金制度の導入も広く認められる。目標管理制度を利用した成果主義は1990
年代後半に登場するや一挙に普及した７）。また，職能給に代えて職務給あるいは役割給を導入
する動きもある。職務給については武田薬品工業が有名であるし，責任の重さや業務遂行の難
易度を基準にした役割等級制度ないし役割給ではサントリーがその代表とも言える地位にある。
改革の焦点 このような動きは一見すると相反する傾向であるかのように映るかもしれない。
第１，第２の潮流は，長期不況や社員構成の高齢化の下での人件費削減要請に駆られた年功主
義から能力主義への旋回という様相を呈しているのに対して，第３の潮流は潜在的な能力の評
価から顕在した実力の評価への転換とも見えるからである。しかし，日本においては，既に
1960年代末には能力主義賃金，職能給が導入されているのであるから，いまさら能力主義の導
入でもあるまい。むしろ今叫ばれている年功性の抑制とは能力主義賃金に潜む年功的要素の抑
制である。他方，実力重視といっても，実力は能力の顕現化したものにすぎない。
こうしてみると，賃金制度改革の焦点が日本的能力主義賃金，職能給制度の改革にあること
は明らかであろう。
（2）職能給の特徴と問題点
賃金形態としての特徴 日本の賃金は基本給と手当からなり，基本給はいくつかの賃金要素を
組み合わせた賃金体系をなしている。そのうちの職能給は，労働者を職務遂行能力という視点
から一定の資格ないし等級（職能資格ないし等級）に格付けし，その資格ないし等級に応じて
支払われる制度である。他の賃金形態と比較すると，次のような特徴がある。
第１に，同一の職務に就いていても賃金が異なる「職務と切り離された」賃金制度である。
職能給は，厚生労働省の『就労条件総合調査』では仕事給に分類されている。ちなみに仕事給
とは，当事者の属性に関わりなく就労している職務に対して支払われる賃金のことであり，こ
れに対して，当人の属性に応じて支払われる賃金を属人給と呼ぶ。しかしながら，職能給は
個々人の職務遂行能力に対して支払われる賃金制度であり，たとえ同じ仕事に就いていても，
学歴や査定成績の累積等により属する資格等級が異なれば，賃金額が異なるのであるから，理
論上は属人給に分類されるべきである。
第２に，職能資格は「職務と切り離され」ているため，資格の上昇，すなわち昇格のスピー
ドは企業が独自に管理可能である。決定的なのは昇格における最低滞留期間および最長滞留期
間の設定であろう。すなわち，当人の査定成績が如何に良好であったとしても，現行資格に一
定期間以上属していなければ，昇格できない。他方で，如何に査定成績が悪くとも，現行資格
に一定期間以上滞留していれば，自動的に昇格する。
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第３に，昇格も毎年の昇給（定期昇給）も，上位職務の空きとは無関係に，専ら査定の成績
を基に決定される。査定とは，上司による個々人の仕事ぶりの評価であり，その評価項目は，
仕事の質，量などの業績，協調性，積極性などの情意，仕事に関する知識，交渉力，説明能力
等の能力の３要素から成る。
このような特徴をもつ職能給は賃金体系の中核として他の賃金要素に規定的な影響を与えて
いる。賃金体系は職能給の他に，年齢給，初任給に定期昇給を累積した本人給，成績給等から
成る８）が，年齢にのみ規定されている年齢給を除けば，いずれも現在の職能資格の等級に規定
されている。例えば，定期昇給や成績給の額は査定成績により決定されるが，その際の上限と
下限は現在属している資格等級に応じて異なってくる。したがって，設計次第では，最高の査
定成績を修めた新人の成績給が，最低成績しか稼げなかった勤続10年目の者の成績給を下回る
こともありうる。
その影響・機能 このような職能給の特徴は，日本の企業内労働市場に，異動の柔軟性（フレ
キシビリティ），長く続く勤続昇給，情意を重視した査定という特色を齎している。
例えば，職務給の場合，他の，新たな職務に異動すれば，その職務の最も低い職務等級に位
置づけられ，賃金が下がるため，労働者は誰も進んで職務の変更を受けたがらない。よって異
動の幅は限定される傾向がある。これに対して，職能給は「職務と切り離された賃金」であり，
直接には職能等級によってその賃金額が規定されているため，企業の都合で他の職務に異動し
たとしても，そのことによって賃金が下がることはない。よって異動に対する労働者の抵抗は
強くない。
同様に，「職務と切り離された」賃金であるため，上位職務の空きとは無関係に，昇給を続け
ることが容易である。そもそも各人の職務遂行能力は経験とともに伸長するものと想定されて
おり，降格は予定されていない。新卒者はまず学歴によってある資格から出発し，前述の滞留
期間規制と査定成績の基準を満たすことにより，長い年月をかけて順次資格を上昇してゆく。
さらに，明確な職務区分が確立していないがために，査定においては，アメリカに比し，情
意の比重が大きかったり，一般社員にも直接職務とは関係のない，指導力など管理者的要素が
評価対象とされたりしている。
問題点 他方，職能給には次のような問題点が指摘されている９）。
まず，職能資格の定義である職能要件が抽象的で曖昧である。
例えば，職務給では各職務を最終的に値付けする職務評価に当たっては，産業別組合が介入
したり，同一地区における同一職務の市場相場とすり合せが行なわれたりしている。したがっ
て，賃金額ばかりでなく，職務の内容については企業横断性があり，その限りでは客観性があ
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る。これに対して，職能資格（要件）は一企業内で設計されているにすぎず，企業横断性はな
い。他方で，例えば，主任級という資格は，人事，営業，経理という職務領域に関わりなく，
その企業の主任及び主任候補者に共通する職種横断的範疇であるため，その定義は抽象的な内
容に止まらざるをえない。
第２に，降格が想定されず昇格オンリーであるため，社員構成が高齢化すれば人件費負担が
重くならざるをえない。
さらに，「職務と切り離され」ているため，必ずしも担当する職務や実績を反映せず，「資格
と担当職務にギャップ」がみられる。あるいは「能力や業績を反映した賃金ではない」。
その他にも，昇格には勤続が不可欠であるため，転職，中途採用組は不利であり，労働市場
が流動化し，雇用形態が多様化している現状に不適合である。あるいは，年功賃金は実質的に
年齢別の生活費に規定されており，その根底には男性が所得を稼ぎ，女性が家庭を守るという
男女性別分業が前提にされている（以上，八代尚宏［1999］）。さらに，査定に関しても，主観
的要素が色濃く，女性や組合活動家など少数派の弾圧に使われている傾向がある（遠藤公嗣
［1999］）等の問題点が指摘されている。
（3）賃金制度改革における職能給
制度改革の影響 では，今回の賃金制度改革の中で，上に挙げたような職能給の問題点は如何
に処理されたのであろうか？
年齢給の圧縮や廃止は社員構成の高度化に伴う人件費増大を抑制する効果がある。日本の賃
金は年齢給以外の要素も含んでいるが，年齢給部分の圧縮自体はその分だけ年功性を抑えるこ
とは間違いないからである。また，査定成績の昇給や昇格への反映度拡大，あるいは自動昇格
制度の廃止も人件費増大を抑制し，能力と実力のミスマッチを解消する方途となりうる。前述
のように，年齢給以外の賃金形態はその上下限が当人の職能資格によって規定されているから
である。現に賃金プロファイルの山もなだらかになっており10），少なくとも人件費削減という
意味では，結果を伴っている，と言えよう。
他方，職能給を役割給や職務給に衣替えする試みを文字通りとると，職能資格制度は有名無
実化する。つまり，一定の職位（役割給）ないし職務（職務給）に昇進しない限り，賃金上昇
が得られないならば，直ぐ上の職位ないし職務に空きポストがない限り昇進・昇給できなくな
り，職能給の特徴である，昇格志向や昇格間隔の管理は維持できなくなる。そのため，勤続に
つれた昇給という賃金の年功性は減退するであろう。しかしながら，現在，試みられている職
務分析は実施企業に限定されており，依然として企業横断性を欠いている。職務等級の刻みを
企業が独自に設定できるのであるから，昇進間隔の設定，つまり勤続昇給の設定も企業独自に
可能である。その場合の，職務等級ないし役割等級は，名称こそ異なれ，その本質において職
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能資格（等級）と何ら異なることはない。また，現に導入されようとしている役割給や職務給
は，仮にそれを厳密に運用したとしても，基本給の一部であり，基本給の他の部分で職能給的
な昇格管理を排除できない。
現在喧伝されている成果主義とは，目標管理制度に立脚し，半年ないし一年毎の目標の達成
度によって，昇給や昇格を決定し，場合によっては降格もありうる仕組みである。その限りで
は，社員構成高度化に伴う人件費増大や能力と実力のミスマッチを免れうる可能性がある。し
かしながら，達成度に応じた昇給幅の上下限はしばしば現在属している職能資格の等級に規定
されており，勤続昇給を排除するものではない。また，成果主義に対しては，結果偏重，目標
外の諸要素，例えばチームワークの軽視等問題点が指摘され，コンピテンシーによって補うと
いう傾向がみられる。コンピテンシーとは，好業績者の行動パターンから析出された能力類型
であり，またそれを基準に労働者を評価する仕組みである（本寺大志［2000］）。必ずしも成果
に結びつかない行動を重視するという点では，むしろ成果主義から能力主義への揺り戻しと言
えよう。
職能給制度の根強さ 以上，概観した賃金制度改革の状況からわかることは，日本の職場社会
に職能給が深く根付いている，ということである。
この点については，日本の社会における年功的秩序の根強さが指摘されるかもしれない。し
かし，たとえ日本の社会に年功的観念が根付いていようと，勤続昇給の制度的支柱のひとつで
ある定期昇給成立の直接的契機は，1939年における賃金統制令であった。すなわち，経済の軍
事化を進めていた政府は，賃上げによる労働者の引き抜きを抑えるために，1939年３月には賃
金統制令によって初任給を地域別・年齢別・男女別に公定した。さらに，同年には従業者雇入
制限令，翌年には従業者移動阻止令を敷いている。その代償措置として，現に勤めている者に
対する年１回の昇給，すなわち定期昇給が認められたのである。
むしろ職能給制度の根強さは，内部労働市場における勤続昇給ないし能力主義賃金の必然性
と，日本における戦後の職場社会の特質にこそその原因を求められるべきであろう。
２．内部労働市場と能力主義
勤続昇給と内部労働市場とはどのような関係にあるのであろうか。内部労働市場が発生すれ
ば，必然的に勤続昇給が成立するのであろうか。それとも勤続昇給は日本社会の年功秩序に規
定されているにすぎないのであろうか。
（1）内部労働市場と勤続
内部労働市場３類型 先進諸国では必要な労働力を，競争的市場（外部労働市場）から一旦遮
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断して，主に企業内部で育成・調達する内部労働市場が20世紀前半には成立した11）。Doeringer
& Piore［1971］によれば，競争的な労働市場から区別される内部労働市場は，内部を律する基
準の所在が企業か職種別組合かによって企業内労働市場と職種別内部労働市場に大別できる。
さらに企業内労働市場は，外部労働市場から内部労働市場への雇い入れ口の開放度を基準にし
て閉鎖型と開放型の２つに分けられる。欠員の補充を外部市場から直接行なうのが開放型企業
内労働市場であり，入職時の仕事からの異動ないし昇格によって内部的に行なうのが閉鎖型企
業内労働市場である12）。
このような分類はともすれば，勤続昇給あるいは勤続自体が発生するのは閉鎖型企業内労働
市場に限られるかのような印象を与えかねない。現に野村正實は，内部昇進制という特徴をも
つのは閉鎖型企業内労働市場だけである，と内部労働市場論を批判している（野村［2003］：
25-34）。
企業内労働市場と勤続 しかし，Doeringer & Piore自身が補足して説いているように，開放型企
業内労働市場といっても，職務の各階層において外部労働市場からの雇い入れ口が開いている
ことを意味しているにすぎず，仕事の割当て，配置，賃金の決定，諸手続は，特に労働力が不
足している時期には，すべて市場諸力には関係なく，企業内の管理上の諸規則によって行なわ
れている。また，ほとんどの企業内労働市場は現実には完全な開放型と閉鎖型の中間に位置し
ている。例えば，製造業の製造職は雇い入れ時の職種は低熟練であっても半熟練及び高度熟練
製造職は内部補充される。事務職の場合，ブルーカラーよりは開放的であり，すべての職位に
おいて雇い入れ口が外部労働市場に開いているものの，雇い入れと内部補充の併用システムも
稀ではない。これに対し，管理的及び技術的職務は，併用システムが生じているものの，可能
な限り内部補充される（Doeringer & Piore［1971］第３章）。
このように企業内労働市場では，開放型といえども，現実には内部昇進が併用され，ひとた
び雇用されると，仕事の割り振りや賃金決定には，市場とは分離された管理上の諸規則が適用
されるのであるから，内部労働市場においては勤続傾向13）が生じると言って良いであろう。
もちろん，勤続を促す要因は内部労働市場の成立自体にある。小池和男［1991］は，大量生
産技術の導入が熟練の解体と分業の細分化は熟練の企業特殊化を産み出し，労働力の異動を通
して知的熟練を育成する内部労働市場を成立せしめた，という。しかし，イデオロギーとして
の終身雇用，年功序列型賃金は，企業特殊熟練が求められる特定の職種，産業に限らず，広く
定着している。技術的要因だけに求めるのは無理であろう。現に内部労働市場論の嚆矢たる
Doeringer & Piore自身，内部労働市場の３要件として企業特殊熟練，ＯＪＴのみならず，職場の
慣行を挙げている。実際には19世紀末以来の労働運動の昂揚，戦間期の体制危機の醸成と労働
者宥和の必要性，戦後の持続的成長による人手不足等純経済的要因以外も関与していた14）。つ
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まり，内部労働市場は，必要な労働力の「育成」ばかりでなく，事前の「囲い込み」や雇用の
保障による「労働者宥和」という側面も有している。
（2）内部労働市場における賃金形態
勤続が必然化しても，昇給幅が限られていれば，勤続昇給という事態が発生するとは限らな
いことは，古くは舟橋尚道が，最近では野村が指摘している通りである（舟橋［1975］：39-43，
野村［2003］：38）。
この点を内部労働市場における賃金形態に則して考察してみよう。
職務給の下では 内部労働市場とほぼ同時期に欧米では職務給が成立した。大量生産技術の導
入による万能的熟練の解体は，一方では分業の細分化による熟練の企業特殊化を齎し，熟練の
企業内育成を要請すると同時に，他方では新しい職務を簇生せしめ，多くの新職務を相互比較
して値付けすること，職務分析を労使双方に要請したからである（古林喜楽［1953］）。
職務給制度の下では，昇給は職務の上方移動，昇進によるのが基本である。ところが，昇進
は，同一職務の直ぐ上の職務に空きがない限り，実現しないし，しばしば先任権によって勤続
年数に規定されている15）。加えて，ブルーカラー組合員は査定を拒否しているので，その賃金
は個々人の仕事ぶりとは関わりなく，同一職務では同一となる（単一賃率single sheet）。そのた
めブルーカラー組合員の賃金プロファイルは一人前になる30歳代前半にはピークを迎え，以後
横ばいとなる。
これに対して，ホワイトカラーの場合，同じ職務でも査定成績によって賃金に幅がある範囲
職務給（range sheet）が適用されるので，昇進に至らない間も昇給は続く16）。
職能給の下では ホワイトカラーとブルーカラーに共通に適用される日本の職能給の下では，
前述のように，職能資格が「職務と切り離され」ているために，上位職務の空きとは関係なく，
昇格・昇給させてゆくことが可能である。しかも，毎年４月には，現在属する職能資格に規定
された上下限の範囲内で，査定成績に応じて昇給額を決定する定期昇給が実施される。
内部労働市場の賃金モデルを以上のように定式化すれば，勤続昇給はホワイトカラーに限定
された現象であり，ブルーカラーも勤続昇給が発生する日本の方が例外である，という見方も
成り立つ17）。野村［2003］の内部労働市場論批判もそのような視角に立っている。
アメリカにおける能力給導入 しかし，最近のアメリカの賃金制度事情に目を転じれば，ブル
ーカラーへの能力給や成績昇給が決して珍しくないことがわかる。
アメリカでは，1980年代から，賃金制度の面で，職務区分の大括り化（ブロードバンディン
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グ）が進行し，職務に代わって個人毎の能力や成果への報酬という傾向が生じた。細かな職務
区分が統合されると，一つひとつの職務等級における賃金の上下限の格差が拡大し18），賃金へ
の個人評価，査定の影響力が増す。他方で，成果主義賃金も能力給も職務給を基礎としながら，
個人の仕事ぶりや業績などによって支給される賃金額に個人差をつける仕組みである。例えば，
昇給において査定成績を加味する成績昇給は，1990年現在，オフィス事務，専門職・技術職，
中間管理職等の職種が軒並み80%を超す導入率を示しているのに比較すれば低いものの，生
産・保全職にも58%も導入されている。
さらにランク付けされた能力に対する支払いである職務能力給19）も導入されている。上と同
じ統計では，その導入率は1990年現在でいずれの職種においても10%台にすぎないものの，他
の調査では３割強に達している20）。
勤続昇給の仕組み・能力主義 以上より，内部労働市場が成立すれば，必然的にすべての職種
について勤続昇給が成立するとは言えない。アメリカのブルーカラーに成績昇給や能力給が適
用されるようになったのは比較的最近のことに過ぎないからである。
他方，日本におけるブルーカラーの勤続昇給が日本社会の年功秩序の故とも断定できない。
もしそうであれば，アメリカのブルーカラーには成績昇給や能力給が適用され得ないはずだか
らである。
むしろ以上より明らかなことは，内部労働市場における勤続昇給の形式的要件は，能力ない
し職務をランク付し，査定によっていずれかの等級への割り振りを決めること，すなわち能力
主義21）にある，ということであろう。
では，どのような職種・職務において，能力のランク付けと査定による昇格管理，すなわち
能力主義が必要となるのであろうか。
（3）勤続昇給と能力主義
査定が必要とされる職務とは 査定とは，前述のように，個々人の仕事ぶりを能力，業績，情
意の３つの側面から評価する。こんにち喧伝されている成果主義と対比すれば，業績以外の能
力，情意を評価している点に特徴がある。査定が必要ということは，言い換えると，業績だけ
ではその人の企業への貢献度を評価しきれず，併せて能力，情意も評価する必要があるという
ことである。その理由は，ある種の職務においては，業績等，外的指標で測れるのはその職務
の一端に過ぎず，外的指標をのみを評価していたのでは，業績の安定的な達成が困難だからで
ある。業績との関係が不確定的な職務と言い換えてもよい。それには短期の場合と長期の場合
がある。
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短期的な不確定性 短期的な不確定性とは，労働の投入と成果との関連が不確かなことである。
投下する労働の質および量と成果との間に技術的確定性が高ければ，たとえそれが不熟練労働
で十分な職務であろうと高度な熟練を要する職務であろうと，出来高給のような，成果と関連
付けた賃金形態を適用すれば，賃金に見合った成果が期待できる。ところが，ある成果を産み
出すのに必要な労働ないし技能・知識の導入は幾通りかあり，どれが最適かは環境的要因もあ
り不確定である場合，その選択は当人の裁量に委ねるしかない。この場合には，所定の成果を
産み出した技能と知識を特定することは出来ないのであるから，結果としての業績のみを評価
していたとしても，特定の技能・知識の促すわけではなく，業績の安定的な供給を期待できな
い。業績ばかりでなく，職務遂行のプロセスや日常的な勤務態度も評価し，報いる賃金形態が
不可欠となる。
例えば，典型的なブルーカラー的職務の場合，仕事の手順，仕事の量的時間的配分について，
本人の裁量の余地がないまでに規格化されている。端的に言えば，ラインのスピードによって
投入される労働の量と産出量が規定されるので，賃金を産出量か労働時間にリンクさせておけ
ば，賃金額に見合った成果が期待できる。
ホワイトカラー的職務であっても，上司の設定した目標に従って仕事をこなすだけであり，
本人に裁量の余地がほとんどない金銭の授受，帳簿付け，事務連絡等の職務は上と同様である。
しかし，例えば，企画，人材育成，宣伝広告，営業，研究開発等の業務は，そのすべてがそ
うではないにしても，結果に至る道筋は幾通りもあり，その選択は本人の裁量に任すしかない。
裁量といっても個々人の思いつきではなく，本人に累積された知識，経験の組み合わせを動員
しているにすぎないのであるが，ある結果を出すにはどういう知識，経験を動員すればよいか
は，事前にはわからず，したがって第三者が決めようがない。このような場合，結果としての
業績を問う必要があるのは当然であるにしても，それを産み出す労働あるいは技能，知識を特
定できない以上，業績だけを指標にしたのでは，具体的な労働ないし知識，経験を何ら刺激し
ないから，業績を安定的に産出することは望めない。むしろ表出した業績とは別に，それに関
連すると推測される日頃の職務態度や経験も評価する必要がある。
長期的な不確定性 長期に亘る不確定性とは，このような経験の蓄積が長期に亘り，能力が
徐々に形成される場合である。能力の伸長が，職場経験が重ねられるその時期か，後の特定の
時期に産出量ないし業績という形で顕現するのであれば，わざわざ査定を行なう必要はない。
しかし，職務経験によって培われる能力がその時々の職務ではそのまま表出せず，徐々に蓄積
されながら将来に亘って表出するのであれば，表出する以前から評価しておく必要があろう22）。
このような場合，例えば成果主義によって能力が成果として顕現する期間の労働のみを評価し，
成果が現れる以前の経験を評価しないならば，成果を安定的に産み出すことはできない。現場
山形大学紀要（社会科学）第35巻第２号
117－ －
でしか蓄積されない能力であるにもかかわらず，能力が顕現するまでの経験は評価されないな
らば，能力の熟成段階での辞職は止められず能力も伸長しないからである。そこで，日常的な
仕事への取り組み姿勢，すなわち情意が評価の対象とされると同時に，職務の蓄積，すなわち
勤続が能力伸長の過程を示す代理変数として扱われるのである。
以上のように，内部労働市場に共通する勤続要請に加えて，職務と業績との対応関係が一義
的関係にない場合，あるいは時間をおいて徐々に伸長してゆく場合には，能力を個々の職務内
容とは区別された可能性として捉え，ランク分けし，査定によって等級への位置付けを判断す
る仕組み，すなわち能力主義が求められるのである。
３．賃金制度改革と能力主義
一定の条件の下に内部労働市場に発生する勤続昇給ないし能力主義も，労働市場の構成変化
と共に，変容を迫られる。安田［2005］でも述べたように，賃金は労働力商品の価格形態であ
るから，労働力の類型が変化すれば，それに対応して賃金形態も変化せざるをえないからであ
る。その点を考察する前に，能力主義がホワイトカラーのみならず，ブルーカラーも含めて広
く普及した日本の職場社会に固有の事情を確認しておきたい。
（1）日本の職場社会
職能給の職場社会的基盤 もとより日本の賃金が職能給を中心とした賃金体系を採っていたわ
けではない。日本では，戦後，生活難の中で最低限の賃金水準に規定された生活給（代表は電
産型賃金体系）が普及したものの，経営側は労働刺激に乏しいとして1950－60年代を通して欧
米流の職務給の導入を試みた。しかしながら，職務分析の要求する細かな職務区分が職場慣行
に適合せず，年功的賃金の労働意欲刺激効果も捨て難かったため，職務給が定着することはな
かった。代わりに1960年代末から導入されたのが職能給制度であった。
職務給導入の試みが頓挫して職能給が成立するには，日本の職場社会に固有の事情も大きく
関わっていた。
まず，労働組合は戦前徹底的に弾圧されていたために，明確な職務区分を主張する主体が存
在しなかった。そうである限り，経営者としても，技術革新の度毎に新旧すべての職務につい
て職務評価を一々職務分析に遡って行なう煩労を進んで取ろうとはしないであろう。
また，高度成長期には，人手不足23）が常態であり，企業は労働力の確保に頭を悩まされてい
た。他方，技術革新が目まぐるしいため学校の職業教育では必要な技能の育成が追いつかなか
った。そこで，まず労働力を囲い込んだ上で，必要な技能・知識については，企業特殊性の有
無にかかわりなく，企業内の教育訓練によって育成することが選好されることになった。
さらに，戦前の親方請負制や職工身分格差の反省から，戦後の，経済民主化を担った労働組
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合はホワイトカラー，ブルーカラーが共に集う職工混合組合として出発した。
能力主義の日本的特徴 こうした職場社会の事情は，日本の能力主義を決定的に特徴づけるこ
とになった。
まず，明確な職務区分が存在しないために，上位職務に空きがあるか否かに関わりなく昇
格・昇給させること（昇格・昇給間隔の管理）が可能となると同時に，査定においては，情意
評価に重きが置かれたり24），一般社員にも創造・企画力や折衝力，指導・管理力など，本来管
理職が備えるべき項目が盛られたりすることになった。現在の職務に必ずしも直接関わらない
事項の評価は，労働者に対して，職務に関わる具体的技能よりも組織人としてのノウハウの蓄
積25）を求めていることを意味する。
他面で，めまぐるしい技術革新に対応した企業内教育の推進は職能資格を，具体的な技能の
ランクではなく，ほぼ勤続年数に比例した技能・知識26）のプールに仕立てることになった。
さらにまた労働者が職工混合組合に結集しているために，日本ではホワイトカラーもブルー
カラーも共に査定が適用されることになった。ホワイトカラーの職務は裁量性が高く査定が不
可欠である点は洋の東西を問わない。ところが，日本では，職工混合組合結成の論拠である身
分制排除という論理の延長線上で，ブルーカラー自身が査定を要求する傾向があった27）。
こうして，能力主義は，日本においては，固有の職場社会の事情に影響されて，ブルーカラ
ーとホワイトカラーを共に長い企業内キャリアの中に置き，勤続年数を目処に，必要な能力を，
その伸長を評価しつつ，育成する方式を志向している。その限りでは，ブルーカラーもホワイ
トカラー的使われ方28）をしている，と言って良いであろう。小池和男［1991］が，勤続の長期
化と長い昇給を指して「ブルーカラーのホワイトカラー化」と呼んだ事態にも重なる。
しかし，このような能力主義の日本的特徴も，企業内労働市場に構成変化が起これば，変質
してゆかざるをえないであろう。
（2）内部労働市場の構成変化
構成変化 能力主義のあり方に影響を及ぼすと考えられる内部労働市場の変化とは，次のよう
なことである。
ひとつには，ホワイトカラー化の進展である。アメリカでは既に1970年代にホワイトカラー
化比率が過半数を超えていたのに対し，日本ではようやく1990年代に至ってのことである。し
かし，73年の第１次石油危機に端を発する減量経営によってブルーカラー層は切り詰められる
と同時に，残されたブルーカラーにはＭＥ化への対応が求められ，その職務内容はかなりの程
度ホワイトカラー化している。企業の多品種少量生産志向に対応して，単純繰り返し労働から
生産ラインの変更に対処しうる多能工化へ転換が推し進められたのである。
もうひとつは，長期不況の中で急速に進んだ正規雇用の絞り込みと非正社員の活用である。
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総務省『就業構造基本調査報告』2002年版によれば，非正規雇用の比率は全体で３割，女性に
限れば５割を超えた。しかも，正社員と非正社員との間で業務の分担が生じている29）。
さらに，企業内労働市場に残った正社員の中で階層分化が進行している30）ことも企業内労働
市場にとっては重要であろう。階層分化は，当然，選別の強化を通じて行なわれるからである。
賃金制度改革の方向性 こうした内部労働市場の構成変化という視角から捉え直すと，冒頭で
挙げた，最近の賃金制度改革もその方向性が一層鮮明になるであろう。
すなわち，正社員の絞り込みあるいは非正社員の大幅な活用は，仕事内容が限定され，昇給
しない非正社員の賃金と，明確な職種区分がなく，勤続昇給する正社員の賃金との対照性を浮
び上がらせた。長期不況の下では，低廉な非正社員の賃金に引っ張られる形で，正社員の賃金
体系においても，職務に係わりのない年齢給や各種手当がそぎ落とされてゆく傾向にある。
他方，企業内労働市場における選別の強化は査定成績の賃金への反映度拡大という形をとっ
て推し進められている。冒頭に挙げた昇格に要する最低滞留期間や最長滞留期間の廃止もその
一つである。
さらに，ホワイトカラーの仕事はもともと裁量性が高く，個人間の仕事の量・質の違いが出
やすいので，評価が不可欠であり，労働力「商品所有者」としての労働者自身が査定や個別処
遇を求める面がある31）。
（3）能力主義と成果主義
成果主義の必然性 以上のような，制度改革の流れ―職務に係わりのない賃金要素の削減，個
人毎の処遇格差，ホワイトカラーに絞った賃金制度―の典型例が成果主義であることはいうま
でもない。
職能資格制度の下では，一定期間，現行資格に滞留していることが昇格の条件とされており，
短期就労の非正社員の処遇には不向きである。また，職能給は，査定によって昇進に遅速の差
を産み出すとはいえ，昇格期間の管理を通じて，概ね勤続年数に比例した能力プールを形成・
維持することを主眼としており，早期の選別を目的とするものではない。職能資格は，先にも
述べたように，ブルーカラー，ホワイトカラーを共に包括する全社横断的な規定であり，裁量
性を旨とするホワイトカラー職務に特化しているわけではない。
その点，成果主義は，詳細かつ企業横断的な職務分析を踏まえたものではないものの，表面
的には属人性を帯びておらず，正社員・非正社員の別に係わらずに適用され易い賃金制度であ
る。また，業績がストレートに昇給や昇格に影響するという点では選別強化にも利用され易い。
さらに，半年毎に上司と相談のうえ目標を立てるという成果主義の手法自体が対象を仕事に裁
量性が認められているホワイトカラーに限定することになっている32）。
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成果主義の問題点 しかしながら，安田［2005］で指摘したように，成果主義は結果としての
好業績を評価するばかりで，好業績を生み出す労働力類型とはどのようなものかを指示するわ
けではない。したがって，何らかの類型の労働力を育成する回路も持ち合わせていない。その
意味では，成果主義も，一定の能力の供給路ないしプールとして，職能資格制度に依存せざる
をえない。また，間接部門であるホワイトカラーの労働に明確な目標を立てさせ，その達成度
を計量することには自ずと限界がある33）。
もちろん，こうした変化は日本だけの現象ではない。先に紹介したように，アメリカでも職
務区分の大括り化と能力給の導入によって，職務区分の拘束は弱まると同時に，査定成績によ
る個人毎の処遇格差は拡大する傾向にある。アメリカでさえ，職務区分が後退する状況の中で
は木下が主張するような，仕事給としての職務給の日本への導入は現実的とは思われない。
成果主義と能力主義 以上のように，最近の賃金制度改革は，労働市場の構成変化に対応して
生じている。しかし，その方向性は，ある意味では，能力主義の基盤である職場社会の成り立
ちを掘り崩す可能性を秘めている。
すなわち，正社員・非正社員の峻別は職場における正社員のキャリアの可能性を限定する。
人件費圧縮という視点から，勤続昇給する正社員を「基幹・専門」的業務に，逆に「補助・定
型」的業務を非正社員に振り分けることは一見，合理的選択のように映るかもしれない。しか
し，基幹的業務しか割り当てられない正社員には，将来に亘る能力展開の可能性が限定される
ことになり，例えば関連のある職務の経験が齎す相乗効果，小池［1991］のいう「重層的効果」
を期待できないであろう。
個人毎の処遇格差を拡大する傾向は，均質的な能力プールという能力主義の利点を掘り崩し
かねない。低い評価しか受けず，昇給がストップしたり，降格させられたりする社員には，個
人技には還元できない技能の蓄積や組織への関心を期待できないであろう。
ホワイトカラーとブルーカラーの分断は，技能のもつ組織性や協調性を損なう虞がある。
こうして，目下の賃金制度改革は，非正規雇用の大幅な活用，選別強化，ホワイトカラー傾
斜という企業内労働市場の構成変化を反映して，職務に関わらない賃金要素の排除，個人の処
遇格差拡大，ホワイトカラーに限定した賃金形態の導入を推し進めているけれども，能力主義
の枠組み―職務区分に拘束されない柔軟な配置，長期的観点からの能力育成と評価―を危うく
する面がある。その意味で，日本の賃金制度は，現在，能力主義と成果主義のせめぎ合いの中
にある，と言って良いであろう。
むすびに代えて
ここでは，日本の賃金体系の基本を職能給制度に求め，職能給を内部労働市場における能力
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主義賃金と捉え返すことで，今日の賃金制度改革を，決して日本に止まらない，企業内労働市
場の構成変化に伴う賃金制度の変質と位置づけてきた。
しかし，企業内労働市場の変質への対応は，企業，賃金労働者の個別主体的反応に過ぎず，
日本の職能給制度が抱えていた問題点の解決を意味するわけではない。
留意すべきは以下の点である。
職能要件の明確化，すなわち職能給の仕事給化や，能力の実力化，すなわち業績給化が，狭
い職務区分や業績では測れない職務の広がりを取りこぼすことになってはいないか。職能要件
の曖昧さは，職務がルーティン・ワークを速やかに過ちなくこなすだけでは済まなくなったこ
との反映であるから，客観的に定義したり，業績で評価すれば解消する問題ではない。
他方で，職能資格の要件および査定項目の設定が職務と全く離れてしまい，例えば積極性や
協調性というそれ自体としては当然の評価項目が労働組合に参加する者に対する差別的処遇の
温床になったり，積極性が残業を厭わないなど，家庭を犠牲にする働き方や男女性別分業を前
提にしたものになったりしていないか。
能力と賃金の短期的な帳尻合わせが，長期を見越した能力の育成の阻害となっていないか。
したがって，こんにちの内部労働市場において能力主義が必然的であると言っても，小池
［2003］の提唱するように，賃金体系から年齢給を追い出し，社内資格給に純化すれば，賃金に
まつわる諸問題が霧散するわけではない。労働力商品化を媒介している賃金制度の改革には，
ひとり企業の効率性のみならず，労働力を供給し，育成する社会という観点が欠かせないであ
ろう。
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１） 日本経済新聞2003年12月28日付の社説では，成果主義の問題点として，達成しやすい目標が選ばれる，
個人目標以外のこと，例えばチームワークが疎かにされる，達成度の評価は依然むずかしい，の３点
を挙げ，その行き過ぎを警告し，「経営トップをはじめとする幹部には成果主義を明確に適用し，チ
ームワークが重要な管理職や一般従業員には過度に賃金を変動させないなどの衝撃緩和策が必要では
ないか」と提言している。業績評価制度実施企業に対する同制度の評価，課題，問題点のアンケート
結果については厚生労働省『就労条件総合調査』平成13年版第Ⅱ編第16～18表を参照のこと。
２）「第２ステージを迎えた成果主義―富士通評価方法を抜本改革」（『日経産業新聞』2001年５月18日付）
によれば，1998年に成果主義を導入した富士通は，現実的で達成しやすい目標の設定，目標達成度に
依存した管理者における部下の日常業務を管理する能力の低下，チームワークを軽視する社員の増加
という問題に逢着し，2001年より目標達成度のみの評価から多角的評価方法に移行した。具体的には
期間中に目標が達成されなくても，会社の業績にプラスになると判断される場合には高い評価を与え
ることになった。また業務遂行時のプロセスやチームワークなどの行動様式も評価項目に追加され
た。
３） 安田［2005］では，賃金労働者の商品所有者性という点から主体性の原理的検討を試みている。
４） 以上は日本経済新聞2001年11月22日付，2002年１月25日付，2003年11月26日付，2003年11月28日付，
2004年２月18日付による。
５） 以上は日本経済新聞2004年３月13日付，７月８日付，日経流通新聞MJ３月18日付による。但し，家族
手当の内，配偶者手当は廃止される代わりに子供手当は維持ないし増額される傾向がある。本文で挙
げて企業で言えば，松下電器，NEC，三洋電機がそうである。若い所帯の共稼ぎ化を反映したもので
あるが，賃金ないし労働力商品化が社会的慣行を前提にしていることの証左であろう。
６） 以上は日本経済新聞2004年３月24日付による。
７） 笹島編の一連の事例集を参照のこと。
８） 実際には賃金の決定要素を分けずに諸要因を総合勘案して決定される総合決定給が最も多い。平成13
年度版『就労条件総合調査』第Ⅲ編第32～33表によれば，非管理職の基本給に賃金表がない企業が規
模計で35.2%，従業員1,000人以上の企業でも14.3%に上る。また，構成要素を分ける併存型基本給を
もつ企業は32.0%に止まるのに対して（但し1,000人以上の企業では56.6%），総合決定給を用いる企業
は43.4%に上る。ここでは賃金決定の諸要因を分けて考察するために併存型モデルを用いる。
９） 以下は，笹島［2001b］による。
10） 平成15年度版『労働経済白書』第２-（３）-１図を参照のこと。
11） 「歴史的には，これら２方式（内部請負制，内部労働市場－－引用者）は，少なくとも英・米・日の
３国では（程度の相違はあるにせよ）共に観察された管理方式だった。しかも前者から後者への転換
は，ほぼ時を同じくして早いところでは19世紀末，遅いところでも戦間期までには観察された」（尾
高［1988］：253）。
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12） Doeringer & Pioreは，開放型企業内労働市場の例として衣服と靴産業のすべての製造職を，閉鎖型企
業内労働市場の例とし，製鉄，石油，化学産業における製造及び保全職務群を挙げている。
13） 従業員の企業定着化傾向についてアメリカはRoss［1958］を，日本は兵藤［1971］を参照のこと。
14） 安田［2000］を参照のこと。
15） 「アメリカでは人を職務につけるときには，その職務を遂行する能力があるか，あるいは短期間の訓
練で職務を遂行できる最低限の能力を修得できることを前提にしている。一般社員に欠員が生ずると，
社内で公募して選考したり，先任権（勤続期間に基づく権利）にもとづいて欠員を充足していく。従
業員のモラールの維持や公平な昇進機会を提供するために，多くの企業では内部昇進を原則としてお
り，外部から採用した人は最下位のエントリー・ポジションにつけることが多い。ことに，先任権制
度が労使間で確立している企業では先任権に基づいた内部昇進が行われる。ただし，上位のポジショ
ンにふさわしい人がいなかったり，緊急に欠員を埋める必要があり，先任権によって順次従業員を昇
進させていく時間的余裕がない場合は，従業員の了解を得て経験者を外部から採用し上位のポジショ
ンにつける場合もある」（成果配分賃金研究会［1994］：25-26）。
16） アメリカのホワイトカラーの昇給は，各職務等級の給与レンジ（範囲）内における当人の位置を基準
に，年１回の査定成績によって次年度の昇給率を決めるmerit increaseと，物価上昇に合わせて各等級
の基本給を引上げるstructural increaseからなる。査定成績が悪い場合でも基本給を下げることはむずか
しくせいぜい０%昇給に止まる。もっとも０%昇給の人は，事実上の退職勧告といえる成績・業績改
善モニターが行なわれることがあるうえに，他の者にstructural increase分の昇給が適用されているなら
ば，取り残されたようになる（本寺大志［2000］：20-23）。
17） 「ブルー・カラー層についていえば，年齢に応じたわが国の賃金上昇カーブの勾配は急である…。そ
れは『欧米諸国』に比較してきわだった特徴を示している。西ドイツについてみると，若年層と中高
年層の賃金格差はきわめて小さく，わが国と比較した場合，賃金上昇カーブはほぼ横ばいといってよ
いほどである。他のEC諸国の年齢別賃金格差も，西ドイツのそれよりはわずかに大きいとはいえ，ほ
ぼ同様の傾向を示している。アメリカの年齢別賃金格差もEC諸国よりやや大きい程度である。ブル
ー・カラーに関しては，とくに年齢に応じたわが国の賃金上昇カーブは，『欧米諸国』のそれと著し
く異なっている」（田島司郎他［1981］：177）。
18） 職務給の世界では職務分析の結果，スコアが近似するいくつかの職務を統合することによって，一職
場に何百とある職務を30くらいの職務区分に位置づける。この等級数が減れば，隣接する等級同士の
中位値の格差は拡大し，一つの等級内の上下限の格差も拡大する。笹島［2001］が挙げる資料によれ
ば，ブロードバンド化によって，ヒラから上級管理職までの等級数は27から11に減り，一つの等級内
の格差，賃金レンジは50%から150%に拡大した。
19） 成果配分賃金研究会［1994］によれば，職務能力給制度の対象とする技能には，一つの分野の中で複
数の職務を経験したり，異なった分野の職務に異動して，同一水準の職務を複数経験したりすること
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により得られる水平的能力（horizontal skills），管理職の職務の一部を修得し，組織階層における縦の
関係でいくつかの職務ないし得る能力である垂直的能力（vertical skills），特定の職務に専門化し，そ
の分野の知識，経験を深めることによる技能の深化の３種類がある。多能工的職務能力給（skill-
based Pay)は，主としてブルーカラーに用いられ，水平的技能の拡大に重点をおくが，一部に垂直的
能力を取り込み，現場の従業員の管理能力を拡大していくところに特徴がある。この他に，一つの職
種に従事して，技能が増加したことにより昇給する深化型職務能力給（Increased-knowledge Pay）があ
るが，これは学者，大学教員，弁護士等専門職を対象にして，以前より広く用いられていた。
20） 成果配分賃金研究委員会編［1994］表2-3，2-9による。
21） 『現代経営学事典（三訂版）』によれば，「能力主義という言葉に対する共通した理解はなく，使う論
者によってさまざまに用いられるが，一般的には従業員が長期間にわたって培った『職務遂行能力』
によって評価・処遇が行なわれる制度であると考えられている」（岡本康雄［2003］：264）という。
22） 人的資本理論によれば，教育訓練中，限界生産性が低下し（訓練しない）不熟練労働以下に抑えられ
ていた賃金は，訓練終了後には生産性が不熟練労働を上廻ることによって上昇し，その分で費用が回
収される，という。このような説明は，一般的熟練であれ，企業特殊熟練であれ，訓練が施される時
期と伸長した能力が発揮される時期，あるいは人的資本が投下される時期と回収される時期とが峻別
できるとの想定に立脚している。ここでは能力の育成とその発現との関係が確定的関係にない場合に
は，能力が伸長し確定する前から，報酬を与える必要があるのではないかと問うているのである。小
池和男［1991］は，長期に亘って徐々に伸長する知的熟練は，その時々の職務に対する支払う職務給
では評価できないという理由で，定期昇給の合理性を主張した。
23） 「能力主義管理とは，何よりもまず労働力不足
．．．．．．．．．．．
―賃金大幅上昇ならびに資本自由化―国際競争激化な
ど，企業経営をめぐる内外の新たなきびしい環境が企業に要請する労働生産性向上，労働効率改善に
応えるための人事労務管理である」（日経連［1969］：52，ルビは引用者）。
24） 日米の査定制度を比較検討した遠藤公嗣［1999］によれば，査定の三大要素のうち，能力，成績領域
について日米とも大差ないものの，協調性や積極性などの情意を重視する企業は日本の方が10%ポイ
ントほど多い。
25） 熊沢誠［1997］は日本の能力主義を「生活態度としての能力主義」と規定している。
26） 関連ある職場の移動によって培われる，小池和男［1991］のいう「知的熟練」，あるいは青木昌彦の
いう「統合的技能」はこうした職場依存的技能と言えよう。
27） 1947年に電産型賃金体系が成立する過程で，当初は労働組合側が経営側より積極的に能力給を要求し
た経緯は遠藤［1999］第４章を参照のこと。
28） 年功賃金を技能の伸長の反映とする見解に対し，年功制が与件として存在したと批判する野村［1993］
も，他面では，企業はそれを前提に上昇する賃金に見合った働かせ方をするとして，賃金と技能の事
後的な釣り合いは認めている。
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29） 「パートタイマーと派遣労働者では『補助・定型』型が多数を占める一方，契約登録社員と社内下請
労働者は『基幹・専門』型が主流となっている」（日本労働研究機構［2000］：５）。
30） 八代充史［1995］によれば，日本の昇進管理の特徴は「同一年次同時昇進」と「年次別昇進競争」に
よって昇進の「動機づけ」と「効率」を同時に追求している点にあるが，低成長も与って管理職ポス
トが不足し，「同一年次内昇進格差の拡大」と「役職初任年齢の遅れ」が生じている。
31） 安田［2005］は，賃金を専ら剰余価値の隠蔽形態として捉える従来の諸説に対し，労働力「商品」の
価格形態と押さえることによって，賃金労働者が「商品所有者」として競争的賃金形態を受容する側
面を明らかにしている。
32） 富士通の場合，職長より下位のオペレーター（ブルーカラー），「上司の指示の下に仕事を行なう」と
位置づけられている４等級以下の社員（いわゆる一般職），トレーニー（等級に格付けされていない
入社２年目までの社員）には目標管理制度ではなく，上司の査定による旧来の業績給が適用されてい
る。デンソーやコマツの技能系も同様である。
33） 「ホワイトカラーの多くの部分には，個人の仕事の成果をはかり難い人がいます」（熊沢誠・遠藤公
嗣［2002］：11，熊沢の発言)。「アウトプットを個人の労働に還元して容易に測定できる仕事は限ら
れていますから，『こじつけ』をしないと，成果主義賃金が可能な仕事は多くないでしょう」（同:13,
遠藤の発言）。
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The Prospects of the Merit System in Wages
YASUDA Hitoshi
（Department of Public Policy and Social Studies, Faculty of Literature and Social Society）
In this paper, we examine the basis of the merit pay system in Japan, SHOKUNOUKYU, both from the
peculiarities of the continuous pay raise and the merit system in the internal labor market, and from the
peculiarities of the Japanese workplace-oriented society, and explore the nature of the present reform of
the salary system focusing on the component change in the internal labor market.
First, SHOKUNOUKYU system is extracted as the target of the salary system reform, and its features
and problems are clarified.
Subsequently, the necessity of the continuous pay raise and the merit system in the internal labor mar-
ket is examined, and it is proposed that SHOKUNOUKYU should be reanalyzed as a form of merit pay
system in theinternal labor market.
Lastly, we point out several key issues in examining the ongoing change in the merit system in corre-
spondence to the component change in the labor market.
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